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日本の生産性を高めるには
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近年、日本経済における生産性向上が盛んに議論されている。日本の生産性は低いと言われ

ているが本当なのか。生産性向上のための課題とは何か。長年、日本の生産性の計測とテー

タベース構築をリ ー ドしてきた深尾先生と、日本のサー ヒス産業の生産性分析の第一人者とし

て多角的な研究を展開している森川先生にお話しいただいた。

＂

 

生産性とは何か

そもそも「生産性」とは何か、 その概念から

ご説明いただけますか。

深尾 昔から生産性の概念として、 一般的に

使われてきたのは労働生産性です。 これは労

働者が1時間働いて、 平均してどれくらい

GDPを作り出せるかという概念です。 たと

えば日本だと、 いま平均して労働者1人1時

間で5000円ぐらいGDPを作っていますが、 そ

れが労働生産性ということになります。 総労

働時間が決まっていれば、 労働生産性がGDP

を決めることになります。 また労働分配率が

与えられれば、 それでわれわれの労働報酬、

すなわち時間当たりの賃金がいくらになるか

も規定されることになります。 そういう意味

で、 戦前期から労働生産性は多くの国で関心

を持たれてきました。

しかし、 労働生産性が高ければいいという

ものではないだろう、 というのが戦後の研究

の流れです。 たとえば石油コンビナ ー トの労

働生産性はものすごく商いけれど、 それは膨

大な資本を投入しているから高いだけで、 そ

の商い労働生産性を生み出すためにたくさん

の資本が投入されるという、 別のコストがか

かっているわけです。 だから労働生産性が上

がったからといって、 必ずしもみんなが豊か

になるとは限らないという問題があります。

そこで出てきたのが全要素生産性、 いわゆ

るTFPという概念です。 労働生産性は、 労働
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1時間当たりにどれだけ価値を作り出すこと

ができるかと考えますが、 TFPは、 生産要素

として労働だけではなく資本の投人まで考慮

し、 ある労働と資本の組み合わせ当たりでど

れだけ生産できるかを考えるのです。 そして

TFP上昇率は、 労働生産性の上昇から、 資本

装備率の上昇で労働生産性が上がった分を除

いた残りの分ということです。 生産の技術水

準や、 資源配分の効率性を測る指標として、

そのほうが適当だということで、 戦後出てき

た概念です。

最近ではさらに、 労働の質まで考慮します。

労働の質とは何かというと、 経済学者は、 企

業から高い賃金をもらっている人は、 生産に

より多くの貢献をしているから高い賃金が支

払われているとみなします。 したがって、 た

とえば教育の質、 年齢、 就業上の地位、 正規

か非正規労働かといった違いで賃金が異なる

場合には、 高い賃金を得られるような属性を

持った人は労働の質が高いとみなし、 その要

因が労働生産性の上昇にどれくらい寄与して

いるかを測ろうとしてきたわけです。

このように、 労働の質の要因を除いてやろ

うとか、 企業が行う無形資産投資も除いて測

ろうといった形で、 いわばタマネギの皮をむ

くように、 本来の技術水準や資源配分の効率

以外の要因で説明できる生産性の上昇を考慮

し、 それらをどんどん除いていった残りがど

れだけかを測る形で、 研究が進んできました。

森川 労働の質に関していうと、 最近私は、

教育に関係する会議に呼ばれることがありま

す。 そうしたときに、 深尾先生たちが作られ

たJIPデ ー タベ ー ス 1) を使って、労働の質の寄

与がどれくらいあるかを説明しています。 労

働の質の変化の中で大きいのは、 教育水準の

上昇です。 学歴の低い労働者が引退して、 比

較的高学歴の人が労働市場に入ってくる。 こ

れが年率で 0.5~0.6%ポイントぐらい、 経済

成長に寄与しているわけです。 そういう話を

すると、 経済学者でない方々にも、 労働の質

の大事さを理解していただける感じがします。

経済産業省や内閣府の人は、TFPという概

念に慣れていて、 頻繁に使っています。 企業

の方、 政治家、 それから経済官庁以外の政鍛

担当者も、 最近は生産性に関心を持っていま

す。 経済学者は、本来TFPのほうが労働生産

性よりもよい概念だという認識で一致してい

ます。 しかし企業の方と話すと、 労働生産性

はわかるけれども、 TFPはどうも理解できな

い、 という声が多いですね。

なぜわからないのかというと、 労働生産性

は1人当たり何万円、 1人当たり何トン、 あ

るいは1時間当たり何万円というふうに単位

があります。 ところがTFPは生産要素が 2

つ以上あるので、 単位がなく相対的な値にな

ります。 たとえば1年前に比べて何パーセン

ト上がったという言い方はできるけれども、

それに単位をつけて話すことができません。

生産性の水準の比較についても、 A社とB社

を比べたときに、 労働生産性ではA社は1人

当たり1000万円だけれど、 B社は2000万円だ

という比較ができます。 このように単位があ

るので、 労働生産性は企業経営者にとっても

わかりやすいのですが、 TFPはA社に対して

何パ ー セント高いとか低いという相対的な指

数です。 TFPが本当は大事なのにもかかわ

らず、 実務の人に理解しづらい理由はそこだ

ということが最近わかってきました。

深尾 なるほど。 体童が何キロかは測れなく

ても、 シ ー ソ ー に乗ってどっちがどれくらい

重い、 あるいは、 何倍かというのはわかる。

そんなような感じですね。

森川 そういうことです。 そういうふうに説

明するとかなり理解していただけるのですが、
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し』一

深尾京司さん（ふかお・きょうじ） Profile 

1956年生まれ。1979年、東京大学経済学部卒業。1984年、東京大学
大学院経済学研究科博士課程修了。一橋大学経済研究所講師、助
教授なとを経て、1999年より一橋大学経済研究所教授。経済産業研
究 所(RIETI)プログラム・ティレクター、経 済協力開発機構
(DECO)産業分析作業部会副議長など兼任。著書：「失われた20
年」と日本経済＿構造的原因と再生への原動力の解明（日本経
済新聞出版社、2012年、第55回日経・経済図書文化賞受賞）、 生産
性と日本の経済成長―-JIPテ ータベー スによる産業・企業レベ
ルの実証分析（共編著、東京大学出版会、2008年）なと。

やはり労働生産性のほうがわかりやすいとい

う声が大きいのは事実です。

—労働生産性やTFPは、 どのように算出され

るのですか。

深尾 GDPというのは国民の作っだ総付加

価値の合計です。 労働生産性は、 それを労働

時間で割ればいいので、GDP統計ができてい

て、 総労働時間がわかれば計算できます。

TFPは、 森川さんがいまおっしゃったとお

り、 そもそも何キログラムとか何円という絶

対水準では測れなくて、 変化についての指標

です。 実質的な生産の増加のうちで、 労働の

寄与、 資本の寄与を除いた技術水準や資源配

分の効率性の改善の分がどれだけでしょうと

みている。 つまり、GDPの成長から資本投入

増加の寄与、 労働投入増加の寄与を引けば測
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ることができます。

森川 深尾先生には怒られるかもしれないで

すけれど、 そういう説明をすると、 企業の方

には非常にわかりにくいようで。

深尾 そうですか（笑）。

森川 そもそも付加価値とは何かをわかって

いただきにくい。「付加価値というのは、ざっ

くり言うと、 粗利と賃金の合計です」と説明

すると、 何となく納得していただける感じで

す。 それを総労働時間で割れば労働生産性で

す。 また、 少し粗っぽい言い方になりますが、

労働の伸びと資本の伸びを粗利と賃金の合計

の伸びから差し引いたものがTFPの伸びに

なると説明すると、 ある程度直観的に理解し

ていただける気がします。

囚日本経済と生産性

—なぜいま、 日本で生産性の向上に関心が集

まっているのでしょう。

森川 成長戦略を考えるとき、 生産性がカギ

になるということがまず根本にありますが、

この半年ぐらい、 生産性という概念が新聞な

どに出る機会が格段に多くなった印象があり

ます。 これはおそらく働き方改革と関係があ

ります。 もともとマクロ経済的にいえば、 労

働力不足が非常に深刻になっていて、 企業の

現場でも生産性を上げなければいけないとい

うことを、 みんなが意識するようになったこ

とが大きい。 そうした中で、 さらに働き方改

革が加わっています。 足元での生産性概念に

対する注目の高まりは、 労働力不足というこ

とが非常に大きいと思います。

少し構造的にいえば、 マクロ経済的にはい

まは完全雇用の下での低成長といえます。 完

全失業率は1994年以来、 約23年ぶりに3%割

れをしました。 有効求人倍率は1.4倍を超え
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ていて、 1990年のバブル景気のピー クを上回

る43年ぶりの高水準です。 安倍政権になった

2012年の終わり頃が景気の谷で、 すでに 4 年

半景気拡大が続いています。 つまり、 完全雇

用の下で景気が拡大しているのです。

しかし、 成長率はそれほど高くない。 ただ、

高くないといっても、 この景気拡大局面でみ

ると年率で実質1.3%ぐらい成長しているの

で、 日本経済の実力と比べれば決して低くな

いと思います。 しかし2000年以降の少し長い

期間の成長率を、 基準改定された新しいGDP

統計(2008SNA)で計算すると、年率0.8%で

す。 これは政策担当者、 日本国民あるいは政

治家が望んでいるレベルと比べると、 かなり

低いだろうと思います。

ただ、 OECDが発表している過去20年間あ

るいは過去10年間の潜在成長率2) と、 実際の

GDP統計の成長率をみると、 小数点以下一桁

でピッタリ 一 致します。 過去20年間で0.8%、

過去10年間で0.6%という成長率で、 そうい

う意味では「低い、 低い」と言われるけれど

も、 日本経済は実力に見合った成長をしてき

たのが現実だと思います。 そうなると需要を

作り出すことよりも、 潜在成長率そのものを

高める必要があって、 したがって、 そのため

には生産性を上げなければいけないという論

理になると思います。

低成長の要因としては人口の減少、 労働時

間の減少もありますけれども、 1990年代に入

ってからTFPがガクッと落ちています。 い

ずれもJIPデー タベースをみると明らかです。

設備投資を増やして資本を増やせばいいので

はないかと思うかもしれませんが、 最適な資

本の量は、 労働投人やTFPに依存するという

意味で内生変数なので、 資本の成長寄与度を

いくらでも高めることはできないわけです。

人口あるいは労働投入が減ってくるとなると、

TFPの上昇がカギになります。 つまり、TFP

が高くなると、 資本の寄与度もある程度高く

することができる。 以上がこれまでの低成長

の要因であり、 これからの課題だろうと思い

ます。

深尾 新古典派の標準的な経済成長論に、 自

然成長率という概念があります。 日本のよう

な十分豊かになって資本を十分に蓄積した国

が、 いわゆる均斉成長の状態で継続できる成

長率はどれぐらいの値がもっともらしいか。

それを考える標準的な理論です。 それによる

と、 自然成長率は、 労働人口の成長率と、 労

働の質の上昇と、 ハ ロッド中立的な技術進歩

率の和になります。 ハ ロッド中立的な技術進

歩率は、 TFPの上昇率のだいたい1.5倍ぐら

いになります。 どうして1.5を掛けるかとい

うのは、 話が長くなるので略します。

いまの日本では労働人口の成長率はマイナ

ス 1 %弱で、 これから5 年、 10年ぐらいは減

っていくという予測です。 移民を入れない限

りは、 確実にそういうふうに減っていく。 し

かし一 方で女性の就業が増えていたり、 定年

後に働く人が増えていたりするので、 実際の

労働投入はそれほど減っていない。 おそらく

マイナス0.5%ぐらいの減少でしょう。 一 方

で、 労働の質の上昇はさっき森川さんがおっ

しゃいましたけれど、 JIPデー タベースなど

で測るとプラス0.5%ぐらいです。 したがっ

て労働の投人を全体でみると、 自然成長率に

対して士〇ぐらいです。 あとはTFPの上昇

率X 1.5倍ぐらいが均斉成長状態で成長でき

る成長率ということになります。

どうしてこういう議論になるかというと、

自然成長率が低い下で資本の投入だけで経済

成長すると、 資本の収益率がどんどん落ちて

しまって経済成長が続けられないので、 それ

は持続可能な成長ではない。 そこで自然成長
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率が重視されるわけです。 新古典派成長論で

は、 均整成長下では、 資本とGDPの増加率は

均斉成長率と等しくなります。 そういう意味

で、 TFPというのはカギになります。

これに加えて、 多くの欧米諸国では、 自然

成長率を上回って多かれ少なかれ資本投入の

増加が起きていますので、 その分の成長を

0.5%ぐらいはプラスで考えていいと思いま

す。 それが日本の経済成長の実力ということ

かと思います。

1 97 0年代から1 990年頃までのTFPの上昇

率は 1 %強ぐらいです。 それだけあれば、 1 

％のTFPの成長X 1 .5 で、 1 .5%成長となりま

す。 さらに他の先進国と同様に自然成長率を

上回って資本蓄積が進み、 たとえば+0.5%

追加で成長できれば 2%成長も夢ではない。

いまの政府は実質 2%成長ぐらいを目指して

いると思いますが、 充分、 実現可能です。 し

かし、 そのためにはTFPの上昇を80年代ぐら

いの水準まで戻す必要があるでしょう。

森川 いま深尾先生がおっしゃったように、

資本の寄与度が90年代はそうとう大きかった

ですね。 そのあと、 2000年代前半ぐらいに、

日本は過剰設備の問題に苦しみました。

生産性のデー タベ ー スをみると、 90年代は

資本の寄与度が、 先ほどの理想的なハロッド

中立的な状況に比べて大きすぎた。 一方で

2000年から201 2年の数字をみると、 資本の寄

与度が非常に小さくなっていて、 そういう意

味ではやや減りすぎているかもしれないとい

う印象はデ ー タからうかがえます。

深尾 そうですね。

森川 それから、 先ほどの人口の話に関連し

て、 ちょうど日本の将来推計人口の新しいデ

ー タが最近出ました。 そこでは、 1 5 歳から64

歳が生産年齢人口という概念になっています。

生産年齢人口が、 これからこういうふうに減
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っていくという数字がよく発表されますが、

私は、 現在の生産年齢人口は20歳から69歳、

つまり 5 歳ずらしたほうがいいと考えていま

す。 20歳から69歳の人口を将来推計人口でみ

ると、 私の計算では5 0年間という長いスパン

で年率1 .1%ぐらいの減少という数字になり

ます。 労働分配率、 したがって労働の生産へ

の寄与度が3分の2ぐらいだとすると、 将来

推計人口には高位推計から低位推計まで幅が

ありますが、真ん中でみると、年率0.7%ぐら

い、 経済成長にマイナス寄与していくのが長

期的にみたときの姿だろうと思います。

男女を合わせた総人口に占める就業者の比

率は、 20歳から69歳ではだいたい7 0%です。

これが80%になったらどうなるだろうと計算

してみると、 マイナス寄与度が0.1%小さく

なります。 つまり、 労働力率を10%ポイント

上げるということ自体がそうとうに難しい課

題だと思いますが、 もし仮にそれが実現した

としても、 マイナス寄与度は0.7%が0.6%に

なるということで0.1%しか上がらないとい

うことです。

深尾 へえ、 そうですか。

森川 ええ。 労働投入を増やす努力を政策現

場の方は強調されるのですが、 量的にみると

それほど大きくないと言わざるを得ないと思

います。 したがってTFPがそうとう程度高

い伸びになることが、 仮に 2%実質成長しよ

うとすると必要になってくるという計算だと

思います。

ところで、 深尾先生は異論があるかもしれ

ませんが、 EUKLEMS3l などのデー タをみる

限り、 国際比較したときに日本の生産性上昇

率が特に低いという印象を、 私は持っていま

せん。

深尾 2000年代はそうですね。

森川 そうですね、 特に最近はそうです。 で
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すから、アメリカやヨ ー ロッパの主要国より

もっと高いTFPの上昇率を実現できないと、

2%の成長は難しいと言わざるを得ないと思

います。

深尾 たしかに、労働のマイナスの寄与は、

いまのお話を伺っても深刻ですね。労働力率
を上げるだけでは、とても追いつかないとい

うのが印象的でした。

しかし、僕はどちらかというと楽観的なほ

うなので（笑）、日本のTFPなり労働生産性
には、まだ伸びしろがあると考えています。

たとえば、日本の労働生産性は、為替レ ー ト

で換算して、 1時間当たり何ドル作れるかで

見ても非常に低く、おそらくアメリカの7割

ぐらいしかない。2000年代以降、ヨ ー ロッパ

も停滞したし、アメリカも停滞してきた中で、

欧米に比べて日本の生産性の上昇はとりわけ

低いというわけではないのですが、水準自体

がかなり低いことを考えると、僕はまだ伸び

しろがあると思います。TFP 1 %上昇を10

年、20年続けることも不可能ではないと考え

ています。

国生産性の計測をめぐる諸問題

ー一生産性の概念や測り方について、さまざま

な通説や誤解があるようです。

森川 そうですね。まずここで、近 年、企業

の方々と接する中で私が感じた誤解を3つ挙

げたいと思います。

1つめは、稼ぐ力が高くなることと生産性

が上昇することを、ほほ同義に捉えている人

が非常に多いということです。経済産業省の

委員会が、稼ぐ力を上げるために ROE (自己

資本利益率）4
) の数値目標を設定するように

という報告書5) を出したこともあって、 ROE

の数値目標を公表する企業が増えています。

ほかの条件を一定とすれば、ROEの分子は

利益で、利益は付加価値の 一 部ですから、

ROEが高くなることは生産性が高くなるこ

とを意味します。ただし、ほかの条件は一定

ではありません。生産性の分子であるところ

の付加価値に占める割合は、賃金のほうが利

益よりも多いわけです。ですから付加価値が
一定でも、賃金を引き下げれば利益が増えて

ROEは高くなるけれども、それは別に企業の

生産性が上がることを意味しないですね。逆

に、最近の政策でいうと、賃金を引き上げる

ようにという要請があるわけです。もしも付

加価値が変わらなければ賃金を上げると利益

が圧縮されて、したがって ROEが下がること

になるわけです。しかし、だからといって生

産性が下がることにはならない。利益の増加

と生産性上昇を同一視するところが、よくあ

森川正之さん（もりかわ・まさゆき） Profile 

1959年生まれ。1982年、東京大学教養学部卒業、通商産業省（現・経
済産業省）入省。同省経済産業政策局、大臣官房審議官、経済産業
研究所上席研究員などを経て、2009 年より経 済 産 業研究所
(RIETI)副所長。この間、埼玉大学大学院、政策研究大学院大学助
教授を務める。経済学博士（京都大学）。著書：：サー ピス産業の生産
性分析ーーミクロテータによる実証（日本評論社、2014年、第57回
日経・経済図書文化買受買）、サー ピス立国論ー一成熱経済を活性
化するフロンティア（日本経済新聞出版社、2016年）なと。
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108業種分類で見たときに、長期的にマイナ

スのTFP上昇率になっている業種がけっこ

うあります。これは非製造業のほうに多いで

すね。TFPが長期にわたってマイナスだと

いうことは、長期的に技術退歩が起きている

ことを意味するわけです。どこの国でもそう

ですが、細かく産業を分けていくと、マイナ

スのTFPの産業が出てきます。その場合に

はマイナスという技術退歩はおかしいから、

せめてゼロとみなそうという議論があります。

JIPデー タベー スを使って、マイナスのサ ー

ビス業種の生産性をゼロに置き換えてざっく

り計算すると、サ ー ビス部門全体の生産性上
昇率は製造業とだいたい同じぐらいになりま

す。そういう意味では、もしかするとサ ー ビ

ス産業の生産性上昇率が製造業に比べて低い

のは、サ ー ビスセクター の生産性上昇率が正

確に測れていないからという可能性があると

いうことです。

実際、品質調整が難しいアイテムがモノで
も4割ぐらいありますが、サ ー ビスの場合に

は3分の2は品質調整が困難だと、 日銀のレ
ポー ト6) でも指摘されています。この問題は

日本に限ったことではなく、どの国も苦労し

ているのですが、物価統計を作っている部局

自身が、サ ー ビスというのは品質調整が非常
に難しいと言っているわけです。こうした点

から、サ ー ビス産業の生産性上昇率が製造業

に比べて低いというのは、多少割り引いて考

える必要があると考えています。
これは]IPデー タベー スがおかしいという

わけではなく、品質の変化を含めてどれくら

い精度の高い価格デ ー タが、個別の業種や品

目レベルでとれるかという問題に実務的には

帰着します。物価統計が改善されることによ
って、サ ー ビス部門の生産性上昇率がより正

確に測れるようになるということですから、

統計改革の中でも非常に重要な課題だと思っ
ています。

深尾 十数年前にEU KLEMSプロジェクト

がヨ ー ロッパで始まりましたが、最初に集ま

ったときに議論したのが、GDP統計から離れ

るかどうかということでした。われわれ研究

者は政府ではないので、 H本の実質成長率は

政府が発表しているものと違います、という

ような議論はできない。だからもう政府の

GDP統計は前提にして生産性の分析をしま

しょう、ということで合意して始めました。

仮に、ある産業では労働や資本の投入を増

やしてサ ー ビスの質を向上させているのに、

GDP統計ではサ ー ビスの質を正しく計測し

ていないため、この産業のGDP成長は政府統

計ではゼロだとします。このとき、この産業

のTFP上昇はマイナスと計測されます。サ
ー ビスの生産性上昇がマイナスになるのはお

かしいからゼロだということにするためには、

GDP成長率を高くするか、労働や資本投入を
低く推計し直す必要がある。一番筋が通った

修正はGDP統計を変えることですが、それは

政府の統計に手を加えることになる。つまり

国民経済計算の体系の中でわれわれは議論し

ていて、あるサ ー ビスの生産性の上昇の結果

がおかしくなったからといって、そこだけ変

えるわけにいかない。

何が言いたいのかというと、生産性を測っ

ている人が悪いのではなくて、GDP統計に問

題があるから、「政府よ、もっとしっかりして

ください」というのが大事なポイントだとい

うことです。つまり、品質の向上を正しく把

握できれば、その分だけ実質GDPが増えるは
ずで、 日本の経済成長率はもっと高いのでは

ないか、というのが森川さんのおっしゃった

ことの本質だと思います。私もそのとおりだ

と思います。GDP統計を改善する必要もあ
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Feature I特集 日本経済と生産性

るし、 改善されればもう少し日本のGDP成長

率が高くなると思います。 過小に推計してい

ると思います。

森川 ええ、 統計改革の中でGDP統計につい

て言えばそうだと思います。 けれども生産性

の計測は、 マクロや産業別の計測だけではな

く、 企業レベルの計測も童要で、 そこには別

の課題もあります。 特に、 業務統計をもっと

うまく使っていくことが大事で、 典型的には

税務統計ということになると思います。 たぶ

ん非常にハ ー ドルが高いのですが。 それから

貿易で言えば通関統計も、 いまは基本的に使

えませんが、 研究者がこれらを使えるように

なると、 企業レベルあるいは事業所レベルの

生産性の分析には、 そうとう大きな寄与が期

待できると思います。

実際、 海外、 特にヨ ー ロッパでは、 税務統

計や社会保障の業務統計を、 統計の作成や学

術研究に活用しています。 日本でも、 もう少

しそういう方向に進むといいなと、 私自身、

感じているところです。

深尾 経済センサスでは、 資本ストックを製

造業や一 部の産業以外は聞いてないので、 企

業レベル ・ 事業所レベルで生産性を測ろうと

するときに、 それがやはり致命的な問題で非

常に残念だということはあります。

もう1つはビジネスレジスタ ー といって、

いわば調査の名簿に当たるものですね。 すべ

ての事業所・企業について、 どう参入 ・ 退出

しているか、 どこが存続しているかという情

報の整理を総務省が中心になってやるという

約束を、『公的統計の整備に関する基本的な

計画』（閣議決定）でもずっと書いてきたので

すが、 まだちゃんとできているという印象に

はなっていなくて。

森川 そうですね。

深尾 その何が問題かというと、 日本経済の
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実際の大きさがどれくらいかということがき

ちんとわかっていない可能性があるというこ

とです。 GDPが過小推計だと警鐘を鳴らし

た論文7) がありましたけれど、 基本的にそれ

も関係している問題です。 政府が日本全体の

経済活動を把握しているかわからないという

状態になっている。 昔は調査の回答率がわり

と高かったのでよかったのですが、 調査をだ

んだん民間任せにしたこともあって、 いまは

実際のところ、 かなり回答率が低い可能性が

あります。

アメリカなどではもともと固答率が低いの

ですが、 低いから税務統計など別の統計を使

って把握しなければいけないという考え方で

す。 だから回答率が低くても、 ビジネスレジ

スタ ー をちゃんと整備しておいて税務統計な

どで補完すれば、 GDPの過小推計はあまり起

きないというのが、 アメリカで長期にわたっ

て行われてきたことです。 日本はその過渡期

になっている。 きちんとビジネスレジスタ ー

で管理すれば、 おそらく問題の深刻さがわか

って、 税務統計などを使わざるを得なくなる

と思いますが、 そこのところを必ずしもまだ

政府が把握していないというか、 皆が机の上

で議論する段階になっていないということで

す。

n 生産性向上のための課題と

政策対応

―日本の生産性を高めるための課題と政策に、

お話を移していきたいと思います。

深尾 日本の場合には昔から二重構造論が言

われてきました。 中小企業と大企業の間に、

かなり大きな生産性の違いがあるというもの

です。 今日これまでは生産性の上昇はアウト

プットがどれだけ増えて、 インプットがどれ
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だけ増えて、それを引いたらどれだけがTFP

の上昇になりますかという話をしてきたわけ

です。 このような分析を、成長会計(growth

accounting)と言いますが、90年代くらいか

らレベルアカウンティングという考え方が広

がってきました。

これは、ある時点における国と国の間とか、

企業と企業の間をクロスセクションで比べる

方法です。 先ほど森川さんがおっしゃいまし

たけれども、たとえばアウトプットが2倍の

とき、では中間投入はどれだけ多いのか、い

ろいろな生産要素の投入はどれだけ多くて、

差し引きどれだけ生産の効率が高いかという

分析のことを、企業の間なり国の間なりのレ

ベルアカウンティング、すなわち水準に関す

る会計という言い方をします。 そういう分析

をしてわかってきたことは、企業間でも大き

な生産性の格差があります。 たとえば国際化

しているところと、そうではないところでは、

国際化して輸出しているところのほうが生産

性が高いとかですね。 そういったいろいろな

研究が出始めているわけです。

最近実証研究をしてみておもしろかったの

は、中小企業と大企業の間で大きな労働生産

性の格差があり、大企業の労働生産性が高い

という研究結果です。 その原因は、働いてい

る 人の学歴の違いがあるからだとか、資本装

備率が違うからだとか、やはりタマネギの皮

をむくようにいろいろな要因を除いていける

のですが、むいてみても残っているTFPの違

いは非常に大きく、3割か4割ぐらいの差が

あるという感じです。 従業員数でみて1000人

以上の会社と1000人以下の会社との間に、平

均してそれくらいの差があるという結果にな

っています。

日本のGDPのうち、1000人以上の企業が産

み出しているのが、民間の作っているGDPの

うち3分のlくらい、100人から1000人の企

業が3分の 1、100人以下の企業が3分の 1、

だいたいそんな形です。 だからわれわれの前

には非常に大きな生産性向上の可能性が広が

っています。 つまり、中小企業の生産性を上

げることで、 日本のGDPを増やせます。 先ほ

どの、全体の3分の2を占める1000人以下の

企業の生産性が3割上がって大企業並みにな

れば、 日本のGDPを2割増やせる計算になり

ます。 中小企業と大企業の生産性の差は、こ

れくらい深刻な、重要な問題として残ってい

るかと思っています。

森川 いまのお話は、産業としては全部をカ

バ ーしていますか。

深尾 全部カバ ー しています。 法 人企業統計

で分析しました。 産業によっては格差が小さ

い。 一部のサ ー ビス産業は、規模間で格差が

あまりないところもたしかにあります。 でも

たとえば製造業や一部のサ ー ビス産業では格

差が広がりつつあるところもあって、 日本全

体でみるとむしろ問題は深刻になっていると

思います。

森川 実際に企業の新陳代謝をどうやって促

していくべきなのか、という政策対応の問題

があります。

私が最近興味を持って研究しているのは職

業資格制度です。 サ ー ビスセクタ ー では、 医

師、弁護士、教員や薬剤師など、そうとう多

くの業種が職業資格制度による参入規制の対

象になっています。 これが新陳代謝機能に関

わっているかもしれないという問題意識を持

っています。 いま進めている研究の暫定的な

結果でも、特に独占的資格の場合には、賃金

にかなりのレントが発生しているという印象

です。 生産性とストレー トに結び付けるとこ

ろまではいってないのですが、中小企業に対

する保護政策の行き過ぎた部分と同時に、サ
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triesがIT革命のメリットを受け、それがアメ

リカ全体の生産性の上昇にも寄与したという

のが、 一般的な見方だと思います。そういう

意味では、AIやロボットを用いるAI-using

industriesにこれからは着目する必要がある

と思っています。AIやロボットを使う産業

は、 介護をはじめサ ー ビスセクタ ー が多い。

サ ー ビス産業の生産性向上を考えるときには

伝統的なITだけではなく、AIやロボットも

注目すべきイノベー ションの分野だと考えて

います。

まだ断片的な研究しかしていないのですが、

AIやロボットはヒトのスキルとの補完性が

非常に高くて、AIやロボットを積極的に利用

しようとしている企業にはスキルの高い労働

者、 特に大学院卒や理科系出身の従業者が多

いという特徴があります。個人レベルの分析

でも、そういった人ほど、AIやロボットのメ

リットを受けそうだということがわかってき

ました。高等教育や企業内での訓練を含めて、

人的資本投資、 つまり一種の無形資産投資の

効果が、IT革命よりも強い形で出てくる可能

性があるのではないかと推測しています。

深尾 もともと欧州連合がEU KLEMSプロ

ジェクトを始めたのは、アメリカでIT革命が

起きたのに、 ヨ ーロッパで起きなかったのは

なぜかという問題意識だったようです。分析

の結果、特に大陸ヨ ーロッパでIT投資がアメ

リカより大幅に少ないことがわかった。IT

投資が少ないからIT革命も起きなかったと

いうわけです。 日本も同じ問題があり、 日本

の流通業のIT投資はアメリカよりずっと遅

れているという研究結果があります。もちろ

ん大企業ではかなりの投資をしていますが、

中小企業を中心にITの投資が停滞しました。

その原因としては、 森川さんもおっしゃっ

たとおり、ITの技術者はアメリカではけっこ

う中小企業でも働きます。本特集の権先生の

記事(pp.43-46)でも言及されていますが、

90年代に、 現在の科学技術・学術政策研究所

により行われた調査8) で、東大や東工大のエ

学部卒業生はMIT卒業生と違って、ほとんど

中小企業で働こうとしないという結果があり

ました。人材がなかなか中小企業に行き届き

にくいということがあります。

森川 次に、 無形資産投資に話を移しましょ

う。無形資産投資が大事といっても、政策の

出口を考えるのは非常に難しい。無形資産投

資が過小だとしても、政策実務的にそれを助

成するスキー ム、 つまり税制、 予算あるいは

制度を作ることが難しい。特に税制の場合に

は税務署で認められないと租税特別措置の適

用を受けられません。ところが教育訓練やブ

ランドは、 税務署で立証できるような制度設

計をするのが、 有形資産に比べて難しい。そ

のことが政策的な出口を難しくしていると思

いますq

深尾 政策的に正しく無形資産をつかまえて、

それを支援していくのは難しいですね。無形

資産というのは企業の将来のための支出の一

部なので、 おそらくいちばん広い範囲で支援

する方法は法人税の減税なのかなと、 私は思

います。

森川 そうですね。私もモノの投資に対する

租税特別措置を縮小して、その代わり本則の

法人税率を下げるのが、 ニ ュ ー トラルな方法

だろうと思います。

深尾 法人税は結局、将来のために投資をし

て、 もうかった利益に対して課税するもので

すから、 いわばもうけた人に罰を与えるわけ

ですね。その率を下げることのほうが、 将来

のための投資を増やすという意味では効果的

かと思っています。つまり、あるところに色

を付けて、 たとえばモノの投資だけ補助する
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ったところに、 まだまだ取り組むべき課題が

多いのではないかと思います。 深尾先生の科

研費基盤 研究(s)9)では、 そのような医療、

教育といった問題にも取り組んでいらっしゃ

いますね。 そして、 そもそもこの対談の最初

に出てきた「生産性をいかに正確に測るか」

という問題に積極的に取り組んでおられるわ

けですが、 それこそが、 いちばんベ ースにあ

るべきフロンティアだと思います。

深尾 そうですね。 そもそも、 どう品質の変

化を測るかが重要です。 基盤(s)の〈統括 ・

計測〉班では、 いま森川さんがおっしゃった

医療を含めて、 品質を調整した生産性の計測

方法を、 国民経済計算統計を作っている内閣

府経済社会総合研究所などとも協力しながら

研究しています。 労働班や資本班では、 働き

方の問題や、 先ほど話にあった無形資産への

投資が少ないといった問題などを、 多角的な

面から議論しています。

ノースウエスタン大学のロバ ー ト ・ ゴー ド

ン教授は、 世界的な長期停滞の原因として、

天から降ってくるように外生的なイノベ ー シ

ョンが減速した可能性を指摘しています。 し

かし、 今日の対談でも明らかになったように、

生産性停滞の先輩であるH本を対象にした研

究によると、 無形資産投資や働き方、 企業統

治や二重構造など、 停滞には明確な原因があ

る。 計測にも深刻な問題があります。 われわ

れは運命論者になっている暇はない、 という

ことかと思います。

—どうもありがとうございました。

［収録日： 2017年 4月26日］

注

1)経済産業研究所(RI ETI) と一 橋大学経済研究所が共

同で作っているデー タペ ー ス。 日本の経済を108の産業

に分けてTFPを計算するなど 、 産業構造の変化を分析す

るための基礎テ ー タ。

2) 資本と労慟を最大限利用した状態で実現できるGDP

成長率。

3 )欧州連合(EU)の資金で作成された、 産業レベルにお

ける産出 、 投入（資本、 労慟、 エネルギ ー 、 原材料、 サ

ービス） および生産性の国際比較のためのデー タベー ス。

4 )企業の自己資本に対する純利益の比率。

5)経済産業省(2014)「持続的成長への競争力とインセン

テイプ—企業と投資家の望ましい 関係構築」プロジェ

クト（座長：伊藤邦雄・一橋大学大学院商学研究科教授）

最終報告書。

6 ) 日本銀行調査統計局(2009)「価格調査における調査価

格変更と品質調整の現状――-2008 年におけるCGPIと

CSPIの実績を踏まえて」BOJ Reports & Research Pap

ers。

7)藤原裕行、 小川泰尭(2016)「税務データを用いた 分配

側GDPの試算」日本銀行ワ ー キングペ ー パ ー シリ ー ズ、

No.16-J-9。

8 )石井正道、 横尾淑子、 平野千博(19 93)「工学部卒業生

の進路と職業意識に関する日米比較」科学技術政策研究

所。

9 )  「サ ー ビス産業の生産性ー一決定要因と向上策」(2016

年度-2020年度。 研究代表者：深尾京司・一橋大学経済

研究所教授）。
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